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社会福祉法人　道志会

別紙1

計算書類に対する注記（法人全体用）

１．重要な会計方針
 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
 （２）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （３）引当金の計上基準
 　　・退職給付引当金　
 　　　　神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
 　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　 ・賞与引当金
　　　　 当期に含まれる期間に対応する賞与支給時季の今期の一人あたり支給額と在籍職員を勘
　　　　 案して計上している。
 （４）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．法人で採用する退職給付制度
 当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
　　当法人では、独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び公益法人神奈川県福利
　　協会の実施する退職強制制度を採用している。

４．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
 　　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
 　　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
 　　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、
 　　　　　第三号第三様式）
 　　（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号
 　　　　　第三様式）
 　　　　当法人では公益事業に１つの拠点区分しかないため省略している
 　　（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号
 　　　　　第三様式）
 　　　　当法人では収益事業に１つの拠点区分しかないため省略している
 　　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　社会福祉法人道志会　拠点区分（法人本部）
①　社会福祉法人道志会　サービス区分

イ　道志会老人ホーム　拠点区分（社会福祉事業）
①　道志会老人ホーム　サービス区分
②　道志会通所介護　サービス区分
③　道志会訪問介護　サービス区分
④　道志会居宅介護支援事業所　サービス区分
⑤　道志会地域包括支援センター　サービス区分

ウ　綾瀬西デーサービスセンター　拠点区分（社会福祉事業）
①　綾瀬西デーサービスセンター　サービス区分

エ　ヴィラ城山　拠点区分（公益事業）
①　ヴィラ城山　サービス区分
②　不二保育園　サービス区分

オ　ヴィラ城山　拠点区分（収益事業）
①　診療所賃貸　サービス区分
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５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円
円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円
円

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
 該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
大規模修繕による建物（基本財産）の増加が発生しました。

合　　計 117,571,616 0 117,571,616

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 117,571,616 0 117,571,616

合　　計 3,500,711,9261,176,451,7922,324,260,134

車両運搬具 55,214,575 49,410,904 5,803,671
器具及び備品 155,085,872 124,812,234 30,273,638

構築物 4,635,480 3,194,324 1,441,156
機械装置 481,000 480,999 1

建物（基本財産） 1,871,078,780 618,557,9361,252,520,844
建物（普通財産） 1,414,216,219 379,995,3951,034,220,824

計 593,996,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

計 1,953,071,622

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 593,996,000

土地（その他の固定資産） 290,000,000

土地（基本財産） 64,348,402
建物（基本財産） 564,963,310

建物（その他の固定資産） 1,033,759,910

合　　計 677,318,001 689,048,000 32,434,5861,333,931,415
基本財産建物 595,907,430 689,048,000 32,434,5861,252,520,844
基本財産土地 81,410,571 0 0 81,410,571

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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社会福祉法人　道志会

別紙2

計算書類に対する注記（社会福祉法人道志会 拠点区分用）

１．重要な会計方針
 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
 （２）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （３）引当金の計上基準
 　　・退職給付引当金　
 　　　　神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
 　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。
 （４）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．採用する退職給付制度
 当拠点で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
 　　（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 　　　　平成18年3月31日以前に入社した常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する
 　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
 　　（２）民間退職共済制度
 　　　　全常勤職員について、神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
 　　（１）社会福祉法人道志会 拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号
 　　　　　第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

７．担保に供している資産
 該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

合　　計 0 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
該当なし 0

該当なし 0 0
合　　計 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
 該当なし

合　　計 0 0 0

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

該当なし 0 0
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社会福祉法人　道志会

別紙2

計算書類に対する注記（道志会老人ホーム 拠点区分用）

１．重要な会計方針
 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
 （２）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （３）引当金の計上基準
 　　・退職給付引当金　
 　　　　神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
 　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　 ・賞与引当金
　　　　 当期に含まれる期間に対応する賞与支給時季の今期の一人あたり支給額と在籍職員を勘
　　　　 案して計上している。
 （４）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．採用する退職給付制度
 当拠点で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
 　　（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 　　　　平成18年3月31日以前に入社した常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する
 　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
 　　（２）民間退職共済制度
 　　　　全常勤職員について、神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
 　　（１）道志会老人ホーム 拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四
 　　　　　様式、第三号第四様式）
 　　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））
　　　　　ア　道志会老人ホーム　サービス区分
　　　　　イ　道志会通所介護　サービス区分
　　　　　ウ　道志会訪問介護　サービス区分
　　　　　エ　道志会居宅介護支援事業所　サービス区分
　　　　　オ　道志会地域包括支援センター　サービス区分
 　　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

合　　計 677,318,001 689,048,000 32,434,5861,333,931,415
1,252,520,844基本財産建物 595,907,430 689,048,000 32,434,586

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産土地 81,410,571 0 0 81,410,571
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７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円
円

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
 該当なし

合　　計 88,910,987 0 88,910,987

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 88,910,987 0 88,910,987

合　　計 2,026,380,095 741,897,1211,284,482,974

建物（普通財産） 9,902,215 9,441,301 460,914
構築物 4,635,480 3,194,324 1,441,156

器具及び備品 102,973,030 76,342,886 26,630,144

建物（基本財産） 1,871,078,780 618,557,9361,252,520,844

車両運搬具 37,790,590 34,360,674 3,429,916

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 24,500,000
計 24,500,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 564,963,310
計 629,311,712

土地（基本財産） 64,348,402
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社会福祉法人　道志会

別紙2

計算書類に対する注記（綾瀬西デーサービスセンター 拠点区分用）

１．重要な会計方針
 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
 （２）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （３）引当金の計上基準
 　　・退職給付引当金　
 　　　　神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
 　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　 ・賞与引当金
　　　　 当期に含まれる期間に対応する賞与支給時季の今期の一人あたり支給額と在籍職員を勘
　　　　 案して計上している。
 （４）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．採用する退職給付制度
 当拠点で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
 　　（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 　　　　平成18年3月31日以前に入社した常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する
 　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
 　　（２）民間退職共済制度
 　　　　全常勤職員について、神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
 　　（１）綾瀬西デーサービスセンター 拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、
 　　　　　第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

７．担保に供している資産
 該当なし

合　　計 0 0 0 0

当期末残高
該当なし 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
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８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
 該当なし

合　　計 13,219,482 0 13,219,482

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 13,219,482 0 13,219,482

器具及び備品 9,814,350 8,318,010 1,496,340
合　　計 26,188,335 22,318,241 3,870,094

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
車両運搬具 16,373,985 14,000,231 2,373,754

36



37



38



39



40



41



社会福祉法人　道志会

別紙2

計算書類に対する注記（ヴィラ城山(公益事業) 拠点区分用）

１．重要な会計方針
 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。
 （２）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （３）引当金の計上基準
 　　・退職給付引当金　
 　　　　神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
 　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　 ・賞与引当金
　　　　 当期に含まれる期間に対応する賞与支給時季の今期の一人あたり支給額と在籍職員を勘
　　　　 案して計上している。
 （４）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．採用する退職給付制度
 当拠点で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
 　　（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 　　　　平成18年3月31日以前に入社した常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する
 　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
 　　（２）民間退職共済制度
 　　　　全常勤職員について、神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
 　　（１）公益事業では、拠点区分が一つであるため、拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、
 　　　　　第二号第四様式、第三号第四様式）は作成していない。
 　　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））
　　　　　ア　ヴィラ城山　サービス区分
　　　　　イ　不二保育園　サービス区分
 　　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

合　　計 0 0 0 0

当期末残高
該当なし 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
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７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

円
円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円
円

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
 該当なし

土地（基本財産） 290,000,000

車両運搬具 1,050,000 1,049,999 1

建物（普通財産） 1,404,314,004 370,554,0941,033,759,910
機械装置 481,000 480,999 1

建物（基本財産） 0

事業未収金 14,001,147 0 14,001,147
合　　計 14,001,147 0 14,001,147

合　　計 1,448,143,496 412,236,4301,035,907,066

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 42,298,492 40,151,338 2,147,154

計 290,000,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 569,496,000
計 569,496,000

43



44



45



社会福祉法人　道志会

別紙2

計算書類に対する注記（ヴィラ城山(収益事業) 拠点区分用）

１．重要な会計方針
 （１）固定資産の減価償却の方法
 　　①リース資産以外の有形固定資産
 　　　　平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
 　　　　したものについては定額法によっている。
 　　②リース資産
 　　　　１．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
 　　　　２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
 （２）消費税等の会計処理
 　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 （３）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
 　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更
 該当なし

３．採用する退職給付制度
 当拠点で採用する退職給付制度は以下のとおりである。
 　　（１）社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 　　　　平成18年3月31日以前に入社した常勤職員について、独立行政法人福祉医療機構の実施する
 　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
 　　（２）民間退職共済制度
 　　　　全常勤職員について、神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
 　　（１）収益事業では、拠点区分が一つであるため、拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、
 　　　　　第二号第四様式、第三号第四様式）は作成していない。

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し
 該当なし

７．担保に供している資産
 該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

該当なし 0 0 0
合　　計 0 0 0

合　　計 0 0 0

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
該当なし 0 0 0

合　　計 0 0 0 0

当期末残高
該当なし 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 該当なし

１１．関連当事者との取引の内容
 該当なし

１２．重要な偶発債務
 該当なし

１３．重要な後発事象
 該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
 該当なし
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」
、
長
期
運
営
資
金
借
入金

　
　
　
　
元
金
償
還
寄
附
金
収
益
の
場
合
は
「
運
営
」
、
施
設
整
備
等
寄
附
金
収
益
の
場
合
は
「
施
設
」
、
設
備
資
金
借
入
金
元
金
償
還
寄
附
金
収
益
の
場
合
は
「
償
還
」、

　
　
　
　
固
定
資
産
受
贈
額
の
場
合
は
「
固
定
」
と
、
寄
附
金
の
種
類
が
わ
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と。

　
　
　
３
．
「
寄
附
金
額
」
の
「
区
分
小
計
」
欄
は
事
業
活
動
計
算
書
の
勘
定
科
目
の
金
額
と
一
致
す
る
も
の
と
す
る
。
ま
た
は
、
「
寄
附
金
額
の
拠
点
区
分
ご
と
の
内
訳
」の

　
　
　
　
「
区
分
小
計
」
欄
は
、
拠
点
区
分
事
業
活
動
計
算
書
の
勘
定
科
目
の
金
額
と
原
則
と
し
て
一
致
す
る
も
の
と
す
る。

区
分
小
計

合
計

寄
　
附
　
金
　
収
　
益
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

寄
附
者
の
属
性

区 分
件
数

寄
附
金
額

寄
附
金
額
の
拠
点
区
分
ご
と
の
内
訳

区
分
小
計

経 常

区
分
小
計

物 品
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別
紙
3
(③
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

(
単
位
:
円
)

補
助
金
事
業
に
係
る

う
ち
国
庫
補
助
金
等
特
別

利
用
者
か
ら
の
収
益

積
立
金
積
立
額

道
志
会
老
人
ホ
ー
ム
拠
点

綾
瀬
西
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

ヴ
ィ
ラ
城
山
拠
点

敬
老
会
補
助
金
　
綾
瀬
市

8
8
,
1
8

3
8
8
,
1
8

3
8
8
,
1
8

3

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
検
査
費

補
助
金
　
綾
瀬
市

9
,
0
0

0
9
,
0
0

0
9
,
0
0

0

結
核
補
助
金
　
綾
瀬
市

6
02

6
02

6
02

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
　
労
働
局

2
,
2
8
0
,
0
0

0
2
,
2
8
0
,
0
0

0
2
,
2
8
0
,
0
0

0

特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金
　
労
働

局
6
0
0
,
0
0

0
6
0
0
,
0
0

0
6
0
0
,
0
0

0

高
齢
者
雇
用
助
成
金
　
厚
生
労
働
省

2
9
7
,
0
0

0
2
9
7
,
0
0

0
2
9
7
,
0
0

0

人
材
確
保
等
支
援
助
成
金
　
厚
生
労
働

省
1
,
4
3
0
,
0
0

0
1
,
4
3
0
,
0
0

0
1
,
4
3
0
,
0
0

0

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
補
助
金
　
医
従
健
保

2
0
8
,
7
0

0
2
0
8
,
7
0

0
2
0
8
,
7
0

0

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
か
か
り
ま
し
補

助
金
　
国
保
連

1
4
0
,
0
0

0
1
4
0
,
0
0

0
1
0
0
,
0
0

0
1
0
,
0
0

0
3
0
,
0
0

0

介
護
補
助
員
補
助
金
　
高
齢
協

3
8
0
,
0
0

0
3
8
0
,
0
0

0
2
5
0
,
0
0

0
(
 
 
 

1
3
0
,
0
0
0

)

5
,
4
3
3
,
4
8

5
0

5
,
4
3
3
,
4
8

5
0

5
,
2
5
4
,
4
8

5
1
4
0
,
0
0

0
3
9
,
0
0

0

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構

借
入
金
元
金
償
還
補
助
金

5
,
0
1
6
,
0
0

0
5
,
0
1
6
,
0
0

0
5
,
0
1
6
,
0
0

0
5
,
0
1
6
,
0
0

0

神
奈
川
県

借
入
金
元
金
償
還
補
助
金

7
5
0
,
0
0

0
7
5
0
,
0
0

0
7
5
0
,
0
0

0
7
5
0
,
0
0

0

5
,
7
6
6
,
0
0

0
0

5
,
7
6
6
,
0
0

0
5
,
7
6
6
,
0
0

0
5
,
7
6
6
,
0
0

0
0

0

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構

借
入
金
利
息
補
助
金

利
息

1
3
0
,
0
0

0
1
3
0
,
0
0

0
1
3
0
,
0
0

0

1
3
0
,
0
0

0
0

1
3
0
,
0
0

0
0

1
3
0
,
0
0

0
0

0

大
規
模
修
繕
・
防
音
工
事
補
助
金

防
衛
庁

1
3
2
,
3
2
1
,
0
0

0
1
3
2
,
3
2
1
,
0
0

0
1
3
2
,
3
2
1
,
0
0

0
1
3
2
,
3
2
1
,
0
0

0

大
規
模
修
繕
・
防
音
工
事
補
助
金

神
奈
川
県

3
6
,
4
9
8
,
5
0

0
3
6
,
4
9
8
,
5
0

0
3
6
,
4
9
8
,
5
0

0
3
6
,
4
9
8
,
5
0

0

1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
0

1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
0

0

1
8
0
,
1
4
8
,
9
8

5
0

1
8
0
,
1
4
8
,
9
8

5
1
7
4
,
5
8
5
,
5
0

0
1
7
9
,
9
6
9
,
9
8

5
1
4
0
,
0
0

0
3
9
,
0
0

0

区
分
小
計

合
計

補
　
助
　
金
　
事
　
業
　
等
　
収
　
益
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

交
付
団
体
及
び
交
付
の
目
的

区 分
交
付
金
額

交
付
金
額
等
合
計

交
付
金
額
の
拠
点
区
分
ご
と
の
内
訳

介 護 事 業 償
還

施
設

区
分
小
計

区
分
小
計

区
分
小
計
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別
紙
3
(④
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

１
）
事
業
区
分
間
繰
入
金
明
細
書

(
単
位
:
円
)

繰
入
元

繰
入
先

収
益
事
業

社
会
福
祉
事
業

賃
貸
料
収
入

1
,
4
4
0
,
0
0

0
運
営
資
金

２
）
拠
点
区
分
間
繰
入
金
明
細
書

(
単
位
:
円
)

繰
入
元

繰
入
先

道
志
会
老
人
ホ
ー
ム

拠
点

社
会
福
祉
法
人
道
志
会

拠
点

介
護
保
険
事
業
収
入

1
3
2
,
0
0
0
,
0
0

0
運
営
資
金

綾
瀬
西
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

セ
ン
タ
ー
　
拠
点

社
会
福
祉
法
人
道
志
会

拠
点

介
護
保
険
事
業
収
入

2
0
0
,
0
0
0
,
0
0

0
運
営
資
金

拠
点
区
分
名

繰
入
金
の
財
源
（
注
）

金
額

使
用
目
的
等

事
業
区
分
間
及
び
拠
点
区
分
間
繰
入
金
明
細
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

事
業
区
分
名

繰
入
金
の
財
源
（
注
）

金
額

使
用
目
的
等
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別
紙
3
(⑤
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

１
）
事
業
区
分
間
貸
付
金
（
借
入
金
）
明
細
書

(
単
位
:
円
)

社
会
福
祉
事
業
(
法
人
本
部
)

公
益
事
業

7
0
,
0
0
0
,
0
0

0

7
0
,
0
0
0
,
0
0

0

社
会
福
祉
事
業

公
益
事
業

3
9
,
0
0
0
,
0
0

0

3
9
,
0
0
0
,
0
0

0

1
0
9
,
0
0
0
,
0
0

0

２
）
拠
点
区
分
間
貸
付
金
（
借
入
金
）
明
細
書

(
単
位
:
円
)

0

小
計

小
計

合
計

貸
付
拠
点
区
分
名

借
入
拠
点
区
分
名

短 期

事
業
区
分
間
及
び
拠
点
区
分
間
貸
付
金
（
借
入
金
）
残
高
明
細
書

令
和
 
4年
 
3月
3
1日
現
在

貸
付
事
業
区
分
名

借
入
事
業
区
分
名

金
額

使
用
目
的
等

合
計

長 期

金
額

使
用
目
的
等

小
計

小
計

短 期 長 期
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別紙3(⑥)

社会福祉法人名　社会福祉法人　道志会
(単位:円)

道志会老人ホーム

117,259,071 117,259,071

第一号基本金 117,259,071 117,259,071

第二号基本金 0 0 0

第三号基本金 0 0 0

第 当期組入額

一

号 計 0 0 0 0

基 当期取崩額

本

金 計 0 0 0 0

第 当期組入額

二

号 計 0 0 0 0

基 当期取崩額

本

金 計 0 0 0 0

第 当期組入額

三

号 計 0 0 0 0

基 当期取崩額

本

金 計 0 0 0 0

117,259,071 117,259,071

第一号基本金 117,259,071 117,259,071

第二号基本金 0 0 0

第三号基本金 0 0 0

前年度末残高

当期末残高

基　本　金　明　細　書

（自）令和 3年 4月 1日 （至）令和 4年 3月31日

区分並びに繰入れ及び
合計

各拠点区分ごとの内訳

取崩しの事由
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別
紙
3
(⑦
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

(
単
位
:
円
)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前
期
繰
越
額

4
0
9
,
1
9
0
,
6
4

4
4
0
8
,
2
1
1
,
2
3

1
9
7
9
,
4
1

3

当
元
金
償
還
補
助
金
収
入

5
,
7
6
6
,
0
0

0
0

0
5
,
7
6
6
,
0
0

0
5
,
7
6
6
,
0
0

0
0

期
大
規
模
修
繕
・
防
音
工
事
助
成
金
　
防
衛
庁

1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
0

積
0

0
0

0

立
0

額
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当
期
積
立
額
合
計

1
7
4
,
5
8
5
,
5
0

0
0

0
1
7
4
,
5
8
5
,
5
0

0
1
7
4
,
5
8
5
,
5
0

0
0

当
サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
の
控
除
項
目
と
し
て
計
上
す
る
取
崩
額
　
　

2
4
,
9
6
2
,
3
3

8
2
4
,
7
4
5
,
8
9

4
2
1
6
,
4
4

4

期
特
別
費
用
の
控
除
項
目
と
し
て
計
上
す
る
取
崩
額
　
　

1
7
,
2
0

4
1
7
,
2
0

4

取 崩 額
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当
期
取
崩
額
合
計

2
4
,
9
7
9
,
5
4

2
2
4
,
7
6
3
,
0
9

8
2
1
6
,
4
4

4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当
期
末
残
高

5
5
8
,
7
9
6
,
6
0

2
5
5
8
,
0
3
3
,
6
3

3
7
6
2
,
9
6

9

国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
明
細
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

区
分
並
び
に
繰
入
れ
及
び

補
助
金
の
種
類

合
計

各
拠
点
区
分
ご
と
の
内
訳

国
庫
補
助
金

地
方
公
共
団
体

そ
の
他
の
団
体

道
志
会
老
人
ホ
ー
ム

ヴ
ィ
ラ
城
山

取
崩
し
の
事
由

54



別
紙
３
（
⑧
）

（
単
位
：
円
）

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

基
本
財
産
（
有
形
固
定
資
産
）

　
土
地

8
1
,
4
1
0
,
5
7

1
8
1
,
4
1
0
,
5
7

1
8
1
,
4
1
0
,
5
7

1
　
建
物

5
9
5
,
9
0
7
,
4
3

0
4
0
8
,
1
8
5
,
4
4

0
6
8
9
,
0
4
8
,
0
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
3
2
,
4
3
4
,
5
8

6
1
8
,
9
7
1
,
3
1

5
1
,
2
5
2
,
5
2
0
,
8
4

4
5
5
8
,
0
3
3
,
6
2

5
6
1
8
,
5
5
7
,
9
3

6
4
2
9
,
3
5
2
,
7
7

5
1
,
8
7
1
,
0
7
8
,
7
8

0
9
8
7
,
3
8
6
,
4
0

0
基
本
財
産
合
計

6
7
7
,
3
1
8
,
0
0

1
4
0
8
,
1
8
5
,
4
4

0
6
8
9
,
0
4
8
,
0
0

0
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
3
2
,
4
3
4
,
5
8

6
1
8
,
9
7
1
,
3
1

5
1
,
3
3
3
,
9
3
1
,
4
1

5
5
5
8
,
0
3
3
,
6
2

5
6
1
8
,
5
5
7
,
9
3

6
4
2
9
,
3
5
2
,
7
7

5
1
,
9
5
2
,
4
8
9
,
3
5

1
9
8
7
,
3
8
6
,
4
0

0

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
固
定
資
産
）

　
建
物

5
9
4
,
7
1

5
1
3
3
,
8
0

1
4
6
0
,
9
1

4
9
,
4
4
1
,
3
0

1
9
,
9
0
2
,
2
1

5
　
構
築
物

1
,
7
2
4
,
8
7

0
2
8
3
,
7
1

4
1
,
4
4
1
,
1
5

6
3
,
1
9
4
,
3
2

4
4
,
6
3
5
,
4
8

0
　
車
輌
運
搬
具

5
,
4
9
1
,
2
8

3
2
,
0
6
1
,
3
6

7
3
,
4
2
9
,
9
1

6
3
4
,
3
6
0
,
6
7

4
3
7
,
7
9
0
,
5
9

0
　
器
具
及
び
備
品

2
0
,
9
7
9
,
2
6

8
2
5
,
7
9

1
1
2
,
7
4
8
,
4
3

1
7
,
0
3
6
,
2
8

6
8
,
5
7
9

6
1
,
2
6

9
1
7
,
2
0

4
2
6
,
6
3
0
,
1
4

4
8

7
6
,
3
4
2
,
8
8

6
9
,
3
1
4
,
9
9

2
1
0
2
,
9
7
3
,
0
3

0
9
,
3
1
5
,
0
0

0
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
固
定
資
産
）
計

2
8
,
7
9
0
,
1
3

6
2
5
,
7
9

1
1
2
,
7
4
8
,
4
3

1
9
,
5
1
5
,
1
6

8
8
,
5
7
9

6
1
,
2
6

9
1
7
,
2
0

4
3
1
,
9
6
2
,
1
3

0
8

1
2
3
,
3
3
9
,
1
8

5
9
,
3
1
4
,
9
9

2
1
5
5
,
3
0
1
,
3
1

5
9
,
3
1
5
,
0
0

0

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）

　
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

3
,
5
1
5
,
1
4

1
1
,
8
4
0
,
3
0

0
1
,
1
0
9
,
5
8

6
4
,
2
4
5
,
8
5

5
3
,
1
6
9
,
1
9

6
7
,
4
1
5
,
0
5

1
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）
計

3
,
5
1
5
,
1
4

1
1
,
8
4
0
,
3
0

0
1
,
1
0
9
,
5
8

6
4
,
2
4
5
,
8
5

5
3
,
1
6
9
,
1
9

6
7
,
4
1
5
,
0
5

1
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

3
2
,
3
0
5
,
2
7

7
2
5
,
7
9

1
1
4
,
5
8
8
,
7
3

1
0

1
0
,
6
2
4
,
7
5

4
8
,
5
7
9

6
1
,
2
6

9
1
7
,
2
0

4
3
6
,
2
0
7
,
9
8

5
8

1
2
6
,
5
0
8
,
3
8

1
9
,
3
1
4
,
9
9

2
1
6
2
,
7
1
6
,
3
6

6
9
,
3
1
5
,
0
0

0
基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

7
0
9
,
6
2
3
,
2
7

8
4
0
8
,
2
1
1
,
2
3

1
7
0
3
,
6
3
6
,
7
3

1
1
6
8
,
8
1
9
,
5
0

0
4
3
,
0
5
9
,
3
4

0
1
8
,
9
7
9
,
8
9

4
6
1
,
2
6

9
1
7
,
2
0

4
1
,
3
7
0
,
1
3
9
,
4
0

0
5
5
8
,
0
3
3
,
6
3

3
7
4
5
,
0
6
6
,
3
1

7
4
3
8
,
6
6
7
,
7
6

7
2
,
1
1
5
,
2
0
5
,
7
1

7
9
9
6
,
7
0
1
,
4
0

0
将
来
入
金
予
定
の
償
還
補
助
金
の
額

5
,
7
6
6
,
0
0

0
5
,
7
6
6
,
0
0

0
差
　
　
　
　
　
引

7
0
9
,
6
2
3
,
2
7

8
4
0
8
,
2
1
1
,
2
3

1
7
0
3
,
6
3
6
,
7
3

1
1
7
4
,
5
8
5
,
5
0

0
4
3
,
0
5
9
,
3
4

0
2
4
,
7
4
5
,
8
9

4
6
1
,
2
6

9
1
7
,
2
0

4
1
,
3
7
0
,
1
3
9
,
4
0

0
5
5
8
,
0
3
3
,
6
3

3

減
価
償
却
累
計
額
(
F)

期
末
取
得
原
価

(
G
=
E
+
F

)
摘
要

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
 （
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

道
志
会
老
人
ホ
ー
ム

資
産
の
種
類
及
び
名
称

期
首
帳
簿
価
額
(
A)

当
期
増
加
額
(
B)

当
期
減
価
償
却
額
(
C)

当
期
減
少
額
(
D)

期
末
帳
簿
価
額

(
E
=
A
+
B
-
C
-
D

)
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別
紙
３
（
⑧
）

（
単
位
：
円
）

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

基
本
財
産
（
有
形
固
定
資
産
）

　
基
本
財
産
合
計

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
固
定
資
産
）

車
両
運
搬
具

2
,
8
7
4
,
7
5

4
0

5
0
1
,
0
0

0
2
,
3
7
3
,
7
5

4
1
4
,
0
0
0
,
2
3

1
1
6
,
3
7
3
,
9
8

5
器
具
及
び
備
品

2
,
1
4
4
,
3
4

8
0

5
7
0
,
8
4

9
7
7
,
1
5

9
1
,
4
9
6
,
3
4

0
8
,
3
1
8
,
0
1

0
9
,
8
1
4
,
3
5

0
（
 
そ
の
他
の
固
定
資
産
(
有
形
)
　
合
計
 
）

5
,
0
1
9
,
1
0

2
0

0
0

1
,
0
7
1
,
8
4

9
0

7
7
,
1
5

9
0

3
,
8
7
0
,
0
9

4
0

2
2
,
3
1
8
,
2
4

1
0

2
6
,
1
8
8
,
3
3

5
0

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

4
6
7
,
8
6

7
1
2
7
,
6
0

0
3
4
0
,
2
6

7
2
9
7
,
7
3

3
6
3
8
,
0
0

0
0

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）
計

4
6
7
,
8
6

7
0

1
2
7
,
6
0

0
0

3
4
0
,
2
6

7
2
9
7
,
7
3

3
6
3
8
,
0
0

0
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

5
,
4
8
6
,
9
6

9
0

0
1
,
1
9
9
,
4
4

9
0

7
7
,
1
5

9
0

4
,
2
1
0
,
3
6

1
0

2
2
,
6
1
5
,
9
7

4
2
6
,
8
2
6
,
3
3

5
基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

5
,
4
8
6
,
9
6

9
0

0
1
,
1
9
9
,
4
4

9
0

7
7
,
1
5

9
0

4
,
2
1
0
,
3
6

1
0

2
2
,
6
1
5
,
9
7

4
2
6
,
8
2
6
,
3
3

5
将
来
入
金
予
定
の
償
還
補
助
金
の
額

差
　
　
　
　
　
引

5
,
4
8
6
,
9
6

9
0

0
0

1
,
1
9
9
,
4
4

9
0

7
7
,
1
5

9
0

4
,
2
1
0
,
3
6

1
0

摘
要

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
 （
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

綾
瀬
西
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

資
産
の
種
類
及
び
名
称

期
首
帳
簿
価
額
(
A)

当
期
増
加
額
(
B)

当
期
減
価
償
却
額
(
C)

当
期
減
少
額
(
D)

期
末
帳
簿
価
額

(
E
=
A
+
B
-
C
-
D

)
減
価
償
却
累
計
額
(
F)

期
末
取
得
原
価

(
G
=
E
+
F

)
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別
紙
３
（
⑧
）

（
単
位
：
円
）

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

う
ち
国
庫

補
助
金
等

の
額

基
本
財
産
（
有
形
固
定
資
産
）

　
基
本
財
産
合
計

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
固
定
資
産
）

　
土
地

2
9
0
,
0
0
0
,
0
0

0
2
9
0
,
0
0
0
,
0
0

0
2
9
0
,
0
0
0
,
0
0

0
0

　
建
物

1
,
0
7
0
,
1
9
3
,
4
4

9
3
6
,
4
3
3
,
5
3

9
1
,
0
3
3
,
7
5
9
,
9
1

0
3
7
0
,
5
5
4
,
0
9

4
1
,
4
0
4
,
3
1
4
,
0
0

4
0

　
機
械
及
び
装
置

1
1

4
8
0
,
9
9

9
4
8
1
,
0
0

0
0

　
車
輌
運
搬
具

1
1

1
,
0
4
9
,
9
9

9
1
,
0
5
0
,
0
0

0
0

　
器
具
及
び
備
品

3
,
3
9
1
,
2
2

4
9
7
9
,
4
1

3
0

0
1
,
2
4
4
,
0
7

0
2
1
6
,
4
4

4
2
,
1
4
7
,
1
5

4
7
6
2
,
9
6

9
4
0
,
1
5
1
,
3
3

8
3
1
2
,
4
4

6
4
2
,
2
9
8
,
4
9

2
1
,
0
7
5
,
4
1

5
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
固
定
資
産
）
計

1
,
3
6
3
,
5
8
4
,
6
7

5
9
7
9
,
4
1

3
0

0
3
7
,
6
7
7
,
6
0

9
2
1
6
,
4
4

4
0

0
1
,
3
2
5
,
9
0
7
,
0
6

6
7
6
2
,
9
6

9
4
1
2
,
2
3
6
,
4
3

0
3
1
2
,
4
4

6
1
,
7
3
8
,
1
4
3
,
4
9

6
1
,
0
7
5
,
4
1

5

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）

　
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

1
0
7
,
1
0

0
1
,
4
0
5
,
8
0

0
2
4
7
,
6
8

0
1
,
2
6
5
,
2
2

0
5
,
9
1
4
,
5
3

0
7
,
1
7
9
,
7
5

0
0

　
そ
の
他
の
固
定
資
産

0
0

0
0

0
0

そ
の
他
の
固
定
資
産
（
無
形
固
定
資
産
）
計

1
0
7
,
1
0

0
1
,
4
0
5
,
8
0

0
2
4
7
,
6
8

0
0

1
,
2
6
5
,
2
2

0
5
,
9
1
4
,
5
3

0
7
,
1
7
9
,
7
5

0
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

1
,
3
6
3
,
6
9
1
,
7
7

5
9
7
9
,
4
1

3
1
,
4
0
5
,
8
0

0
3
7
,
9
2
5
,
2
8

9
2
1
6
,
4
4

4
0

1
,
3
2
7
,
1
7
2
,
2
8

6
7
6
2
,
9
6

9
4
1
8
,
1
5
0
,
9
6

0
3
1
2
,
4
4

6
1
,
7
4
5
,
3
2
3
,
2
4

6
1
,
0
7
5
,
4
1

5
基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
計

1
,
3
6
3
,
6
9
1
,
7
7

5
9
7
9
,
4
1

3
1
,
4
0
5
,
8
0

0
3
7
,
9
2
5
,
2
8

9
2
1
6
,
4
4

4
0

1
,
3
2
7
,
1
7
2
,
2
8

6
7
6
2
,
9
6

9
4
1
8
,
1
5
0
,
9
6

0
3
1
2
,
4
4

6
1
,
7
4
5
,
3
2
3
,
2
4

6
1
,
0
7
5
,
4
1

5
将
来
入
金
予
定
の
償
還
補
助
金
の
額

差
　
　
　
　
　
引

1
,
3
6
3
,
6
9
1
,
7
7

5
9
7
9
,
4
1

3
1
,
4
0
5
,
8
0

0
0

3
7
,
9
2
5
,
2
8

9
2
1
6
,
4
4

4
0

0
1
,
3
2
7
,
1
7
2
,
2
8

6
7
6
2
,
9
6

9

摘
要

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
 （
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

ヴ
ィ
ラ
城
山

資
産
の
種
類
及
び
名
称

期
首
帳
簿
価
額
(
A)

当
期
増
加
額
(
B)

当
期
減
価
償
却
額
(
C)

当
期
減
少
額
(
D)

期
末
帳
簿
価
額

(
E
=
A
+
B
-
C
-
D

)
減
価
償
却
累
計
額
(
F)

期
末
取
得
原
価

(
G
=
E
+
F

)

57



別
紙
3
(⑨
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
道
志
会
老
人
ホ
ー
ム

(
単
位
:
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

賞
与
引
当
金

2
0
,
5
9
1
,
0
2

1
1
9
,
2
3
6
,
1
3

3
2
0
,
5
9
1
,
0
2

1
1
9
,
2
3
6
,
1
3

3

4
,
3
1
0
,
5
0

0
1
2
4
,
0
0

0

(
 
 
 

0
)

2
3
,
5
4
6
,
6
3

3
1
2
4
,
0
0

0

(
 
 
 

0
)

0

退
職
給
付
引
当
金

3
7
,
8
2
3
,
5
0

0
4
,
4
8
9
,
0
0

0
3
7
,
5
2
1
,
0
0

0

計
5
8
,
4
1
4
,
5
2

1
2
5
,
0
8
0
,
0
2

1
5
6
,
7
5
7
,
1
3

3

引
　
当
　
金
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

科
目

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

58



別
紙
3
(⑨
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
綾
瀬
西
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

(
単
位
:
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

賞
与
引
当
金

2
,
0
1
0
,
9
3

3
1
,
9
4
9
,
8
6

6
2
,
0
1
0
,
9
3

3
1
,
9
4
9
,
8
6

6

3
6
6
,
0
0

0
0

(
 
 
 

0
)

(
 
 
 

0
)

2
,
3
1
5
,
8
6

6
0

(
 
 
 

0
)

0

退
職
給
付
引
当
金

4
,
3
3
6
,
5
0

0
5
2
6
,
5
0

0
4
,
1
7
6
,
0
0

0

計
6
,
3
4
7
,
4
3

3
2
,
5
3
7
,
4
3

3
6
,
1
2
5
,
8
6

6

引
　
当
　
金
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

科
目

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要
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別
紙
3
(⑨
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
ヴ
ィ
ラ
城
山
(
公
益
事
業
)

(
単
位
:
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

賞
与
引
当
金

6
,
5
9
7
,
4
3

9
6
,
4
8
9
,
1
1

8
6
,
5
9
7
,
4
3

9
6
,
4
8
9
,
1
1

8

1
,
5
4
1
,
0
0

0
0

(
 
 
 

0
)

8
,
0
3
0
,
1
1

8
0

(
 
 
 

0
)

0

退
職
給
付
引
当
金

7
,
2
5
0
,
5
0

0
1
5
6
,
0
0

0
8
,
6
3
5
,
5
0

0

計
1
3
,
8
4
7
,
9
3

9
6
,
7
5
3
,
4
3

9
1
5
,
1
2
4
,
6
1

8

引
　
当
　
金
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

科
目

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要
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別
紙
3
(⑫
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
道
志
会
老
人
ホ
ー
ム

(
単
位
:
円
)

(
単
位
:
円
)

1
0
,
0
0
0
,
0
0

0
運
転
資
金
特
定
預
金
と
対
応
し
て

い
る
。

区
分

前
期
末
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

修
繕
積
立
金

5
0
,
1
2
2
,
2
5

3

4
0
,
1
2
2
,
2
5

3

3
7
,
5
2
1
,
0
0

0
退
職
給
付
引
当
金
に
対
応
し
て
い

る

計
7
7
,
9
4
5
,
7
5

3
4
,
3
1
0
,
5
0

0
4
,
6
1
3
,
0
0

0
7
7
,
6
4
3
,
2
5

3

積
　
立
　
金
　
・
　
積
　
立
　
資
　
産
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

区
分

前
期
末
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

4
0
,
1
2
2
,
2
5

3
4
0
,
1
2
2
,
2
5

3

摘
要

そ
の
他
の
積
立
金

1
0
,
0
0
0
,
0
0

0

計
1
0
,
0
0
0
,
0
0

0
4
0
,
1
2
2
,
2
5

3
0

修
繕
積
立
資
産

4
0
,
1
2
2
,
2
5

3

3
7
,
8
2
3
,
5
0

0
4
,
3
1
0
,
5
0

0
4
,
6
1
3
,
0
0

0
退
職
給
付
引
資
産
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別
紙
3
(⑫
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
綾
瀬
西
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

(
単
位
:
円
)

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

積
　
立
　
金
　
・
　
積
　
立
　
資
　
産
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

区
分

前
期
末
残
高

退
職
給
付
引
資
産

4
,
3
3
6
,
5
0

0
3
6
6
,
0
0

0
5
2
6
,
5
0

0
4
,
1
7
6
,
0
0

0
退
職
給
付
引
当
金
に
対
応
し
て
い

る

計
4
,
3
3
6
,
5
0

0
3
6
6
,
0
0

0
5
2
6
,
5
0

0
4
,
1
7
6
,
0
0

0
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別
紙
3
(⑫
)

社
会
福
祉
法
人
名
　
社
会
福
祉
法
人
　
道
志
会

拠
点
区
分
　
ヴ
ィ
ラ
城
山
(
公
益
事
業
)

(
単
位
:
円
)

退
職
給
付
引
資
産

7
,
2
5
0
,
5
0

0
1
,
5
4
1
,
0
0

0
1
5
6
,
0
0

0
8
,
6
3
5
,
5
0

0
退
職
給
付
引
当
金
に
対
応
し
て
い

る

計
7
,
2
5
0
,
5
0

0
1
,
5
4
1
,
0
0

0
1
5
6
,
0
0

0
8
,
6
3
5
,
5
0

0

前
期
末
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

積
　
立
　
金
　
・
　
積
　
立
　
資
　
産
　
明
　
細
　
書

（
自
）
令
和
 
3年
 
4月
 
1日
 
（
至
）
令
和
 
4年
 
3月
3
1日

摘
要

区
分
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別紙４

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

    現金預金

      現金 現金手許有高 － 運転資金として － － 202

      普通預金 横浜銀行 他 － － － 374,012,655

      定期預金 横浜銀行 他 － － － 16,331,905

390,344,762

    事業未収金 国保連、利用者 － － － 117,571,616

507,916,378

    土地 綾瀬市早川城山2-11-3　他 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

81,410,571－ 81,410,571

    建物 綾瀬市早川城山2-11-3 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

1,871,078,780 618,557,936 1,252,520,844

1,333,931,415

    土地 綾瀬市早川城山2-13-5 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

290,000,000－ 290,000,000

    建物 綾瀬市早川城山2-13-5 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

1,414,216,219 379,995,395 1,034,220,824

    構築物 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

4,635,480 3,194,324 1,441,156

    機械及び装置 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

481,000 480,999 1

    車輌運搬具 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

55,214,575 49,410,904 5,803,671

    器具及び備品 －
第一種社会福祉事業に使用し
ている

155,085,872 124,812,234 30,273,638

    ソフトウェア － － － 5,851,342

    退職給付引当資産 公益法人神奈川県福利協会 － － － 50,332,500

    運転資金特定預金 横浜銀行 － － － 10,000,000

    修繕積立資産 三菱ＵＦＪ銀行 － － － 40,122,253

    差入保証金 － － － 50,000

    その他の固定資産 － － － 199,800

1,468,295,185

2,802,226,600

3,310,142,978

    事業未払金 3月分給料、社会保険料、事業経費 － － － 62,814,901

    １年以内返済予定設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構　他 － － － 78,548,000

    預り金 有料老人ホーム入居一時金 － － － 123,549,338

    職員預り金 源泉所得税、社会保険料　他 － － － 9,537,686

    賞与引当金 夏季賞与見込額 － － － 27,675,117

302,125,042

    設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構　他 － － － 515,448,000

    退職給付引当金 － － － 50,332,500

565,780,500

867,905,542

2,442,237,436

固定負債合計

負債合計

差引純資産

  ２  固定負債

固定資産合計

資産合計

Ⅱ  負債の部

  １  流動負債

流動負債合計

その他の固定資産合計

財産目録

令和 4年 3月31日現在

社会福祉法人　道志会

Ⅰ  資産の部

  １  流動資産

小計

流動資産合計

  ２  固定資産

   (1) 基本財産

基本財産合計

   (2) その他の固定資産
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